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MOT認証基準制定作業の流れ
２００６．４ MOT認証基準検討WG発足
２００７．１．技術経営系専門職大学院のあり方を提示

２００７．６．認証基準案の制定

２００７．７～９ 認証基準案の試行による確認

３校を選定して、試行評価の実施

２００７．９ 試行に基づく認証評価基準案の見直し

２００７．１０～１１ MOT協議会のWEBに掲載し、
パブリックコメント

２００７．１２～２００８．２ 認証評価機関との擦りあわせ

２００８．３ MOT認証基準案の制定



認証評価とは
• 設置基準の定めるところにより、ＭＯＴ設立後５年以
内には、ＭＯＴ校は外部機関による認証評価を受け
なければならないことが決められ、来年度がその最
初の年度に当たる。

新潟大学 大学院技術経営研究科
長岡技術科学大学 大学院技術経営研究科

平成１８年

東京工業大学 大学院 イノベーションマネジメント研究科
東京農工大学 大学院技術経営研究科
日本工業大学 大学院技術経営研究科
山口大学 大学院技術経営研究科

平成１７年

東京理科大学 大学院 総合科学技術経営研究科平成１６年

芝浦工業大学 大学院 工学マネジメント研究科
早稲田大学 大学院 アジア太平洋研究科
九州大学 大学院経済学府 産業マネジメント専攻

平成１５年

大学設立



デイグリープログラム ：文部科学省の定める学位を取得できる。
（技術経営専門職大学院以外のプログラムも含まれる）

ノンデイグリープログラム：文部科学省の学位を取得できない。
その他のプログラム ：ＭＯＴ科目等が含まれる教育プログラム
＜「技術経営のすすめ ＭＯＴ」 ２００５年経済産業省 大学連携推進課＞より引用



認証評価基準策定の狙い
• ＭＯＴ専門職大学院における教育の実態が社会
に広く知れ渡り、ＭＯＴ教育が何かを見えるように
し、結果として民間企業等におけるＭＯＴの理解と
位置づけが深まること。

• ＭＯＴ専門職大学院教育内容のコア部分を示し、
それに各大学がそれぞれの特色をどのように付
け加えて有用な人材を育成しようと努めているか。

• 認証評価基準案とそれに基づいて実施した試行
が、各ＭＯＴ校の教育内容の改善にどのように反
映され、活用できるのか。

パネルディスカッション「ＭＯＴ教育の最前線パネルディスカッション「ＭＯＴ教育の最前線 －認証評価試行結果を踏まえて－」－認証評価試行結果を踏まえて－」
古川モデレーター方針より引用古川モデレーター方針より引用



評価に向けての盛り込むべき項目

１． 技術経営系研究科（専門職大学院）設置の趣旨
２． 専攻設置の趣旨と必要性
（１）教育理念・目的及び教育目標
（２）育成する人材（目指す開発能力）
（３）期待する入学者と修了後の進路
（４）教育目標達成に向けての当該大学院の組織構成

３．教育課程編成の考え方と特色
４．履修指導の方法
５．教育方法
６．既設修士課程との関係
７．入学者選抜の概要
８．各施設、学生の自習室等
９．教員の資質の維持向上の方策
１０．情報の提供
１１．管理運営の考え方
１２．自己点検評価

MOT協議会

「技術経営系専門職大学院の在り方」から引用



認証基準の構成

１．教育課程が理論的教育と実務的教育の架橋に留意し
つつ、技術経営系専門職大学院の目的に照らして体系的
に編成されており、その内容、水準、授与される学位名との
関係において適切であること。

２．成績評価や単位認定、修了規定が適切であり、有効な
ものになっている。

３．学習を進める上での履修指導が適切に行われている。

基準２

教育課
程

１．各専門職大学院の目的が明確に定められている。

２．その内容が学校教育法に適合し、周知公表されている。

３．入学者受け入れ方針（アドミッションポリシー）が実施･
機能している。

４．実入学者数が、入学定員と比較して適正な値となってい
る。

基準１

目的お
よび入
学者選
抜

内容基準



１．教育課程を遂行するために、必要な教員が適
切に配置されていること

２．教員の採用および昇格等の基準が適切に定
められ、運用されていること

３．教育の目的を達成するための基礎となる研
究活動等が行われていること

４．教育課程を遂行するために必要な教育支援
者が適切に配置されていること

基準４

教員組織等

１．各専門職大学院の目的において意図してい
る学生が身につける学力、資質･能力を育成使
用とする人材像に照らして、教育の成果や効果
が上がっていること

基準３
教育の成果

内容基準



１．教育の状況等について点検･評価し、その結果に
基づいて改善・向上を図るための体制が整備
され、取組みが行われており、機能しているこ
と

２．教員等に対する研修等、その資質向上を図るた
め 取組みが適切に行われ る と

基準６
教育の質
の向上お
よび改善

１．専門職大学院の教育研究組織および教育課程
に対応した施設･設備ならびに図書、学術雑誌
等の教育研究上必要な資料が整備され、有効
に活用されていること

２．学生相談･助言体制等の学習支援および学生の
経済支援等が適切に行われていること

３．専門職大学院における教育活動等を適切に遂行
できる財政的基礎を有していること

４．各専門職大学院の目的を達成するために必要な
管理運営のための組織および事務組織が整
備され、機能していること

基準５

施設設備
等の教育
環境

内容基準



技術経営系専門職大学院の在り方から

技術社会が現に直面し、さらに今後予測さ
れる技術経営上の諸課題を発見・予測でき、
課題を展開して解決方法を具体的に提案し、
組織を管理・運営できる実践的能力を涵養す
ることを基本とし、具体については各専門職
大学院の方針に委ねられることとする。

基準１基準１ 目的目的



専門職大学院教育の特徴

大学によって新卒者も
受け入れ

主に社会人７．入学者

企業での実務経験、
起業経験豊富な教員
密度の濃い教育

・ 実務家教員３０％以上
・ Ｔ／Ｓ比 工学系の１．５
倍

６．教員
構成

工学系の修士論文に
代わるもの

プロジェクト研究
（特別課題研究、ビジネスプ
ランプロジェクトレポート等）

５．必修
科目

工学系より多い３０単位以上
（概ね４０単位以上）

４．修了
要件

技術経営修士３．学位

一部 金曜日も開講平日夜間 ＆ 土曜日２．開講日

大学によって１年コース２年１．履修
年限

備考内容項目



インターンシップ、フィールドスタディ、
ケーススタディ、プロジェクト研究などを各
大学院の教育目標に準拠して整備し、学生が
主たるプレイヤーとして各自の知見を総合し
て技術経営課題を解決できるような能力の育
成が可能な内容とすること。

３．
実践的プロ
ジェクト研
究等の科目

各大学院の教育目標に対応したもので、知識
駆動型技術社会において実践的に適用できる
内容であること。そのため各科目の実施に当
たっては、演習、クラス討議、解決策の導出
等の具体内容が包含されること

２．
応用・展開
科目群

各大学院の教育目標に対応したもので、マネ
ジメント分野とテクノロジー分野および両者
の関連分野について適切に配分され、学生に
とって技術経営上の教養に相応する内容を完
備すること

１．
基本科目群

基準２の教育科目群と内容



ＭＯＴにおける講義科目例

生産システム設計、ＳＣＭ、品質保証、安全管理１０．生産

リスク評価、リスクコミュニケーション９．リスクマネジメ
ント

知的財産戦略、知的財産管理、知的財産防衛８．知的財産

先端技術政策、先端技術産業･ビジネス７．先端技術情報

イノベーション、ベンチャー起業、新産業創出事
業化論、事業性評価

６．事業創出

研究・技術開発戦略、技術開発マネジメント、プ
ロジェクト管理、技術革新

５．研究・技術開
発

リーダーシップ、意思決定、ヒューマンファクター４．コミュニケー
ション

財務会計、財務分析、原価計算３．ファイナンス

マーケテイング戦略、マーケテイングと新規事業２．マーケテイン
グ

経営戦略、経営組織、人材育成、法務、倫理１．経営

講義事例科目郡



ＭＯＴ専門職大学院カリキュラムの特徴

・学部の壁を越えてＭＯＴ関連科目を履修
・ＭＢＡ教育を基礎として、ＭＯＴに専門特化できるカリキュラム編成

九州大

・プロジェクト演習での理論的実践的レポートを必修、
全員参加報告会

新潟大

・短期（１年）で修得できるように、集中的且つ効率的授業
３コース（中小企業経営者,プロジェクトマネジメント,技術起業戦略）

日本
工大

・経営基礎･経営戦略に加えて、技術リスク全般を学ぶ技術管理科目
先端産業創出分野、知的財産分野に特徴 ・ｅラーニングの採用

農工大

・最新のケーススタデイ教材を提供し、ディベート中心の講義
・グループ活動によるリーダーシップの育成

東工大

・講義： 事例研究、ディベート、クラス討論で進める。
９０分２コマ連続： 前半が理論･ケースの説明、後半がクラス討論

理科大

・受講可能科目数 ９０ （併設のＭＢＡ，国際関係学の受講も可能）
・トライアングルメソッド（教員、学生、学外者の３者の交流）

早稲田

・現場における技術経営課題をオムニバス方式で学習
・マネジメント科目と技術分野の最先端情報科目を配置

芝浦
工業大

・国際標準の安全理論、安全法規の上に、安全技術とマネジメントを
総合的に応用する人材、 安全実務有資格者、土日集中講義

長岡
技科大

・演習系科目で、実践的課題に取り組むことにより、
思考力とスキルを高める

山口大



ＭＯＴ専門職大学院の育成する人材像

・地域中小企業の経営支援人材又は経営者予備軍
地域中核企業のCTO支援人材又はCTO予備軍

山口大学

・中堅・中小企業における経営戦略、新事業開発、起業戦略人材日本工業大学

・技術リスクを科学的に予見・最小化し、
先端産業ビジネスを創出できるスマートマネジャー

東京農工大学

・技術による新たなマーケットの創造、
・マーケットの変化に対応できる新技術の開発、
・イノベーションサイクルの継続的な創出ができる人材

東京工業大学

・新事業を創出できる人材
・先端技術と経営論に基づくイノベーション力を身に付ける

東京理科大学

・独創的な発想をし、自主･独立意欲が強く、
新しい問題解決にリーダーシップを発揮できる人材

早稲田大学

・戦略を構想できる未来への挑戦者芝浦工業大学

・新潟地域産業の持続的発展を担う高度な専門的能力と
スキルをもつ社会人

新潟大学

・安全技術とマネジメントを統合的に応用できる専門職長岡技科大

・起業家精神に富むベンチャー型人材
・知的財産を戦略的に管理できる人材

九州大学



MOT協議会「ＭＯＴ認証評価基準案」
試行結果の反映



MOT認証評価の試行方法
①構成
• 大学が自己点検を行い評価シートを評価委員が事
前審査

• 大学からの自己点検結果の説明
• 評価委員からの質問
• 施設見学
• 修了生インタビュー
• 評価委員からの指摘・講評
• 評価のまとめを大学に送付
②評価委員構成

MOT協議会会長、会長が指名した被認証評価校
に所属していない実行委員会委員、別のMOT協議
会構成校から１名、および民間企業等から２名の合
計５名を基本とする。



試行実施日程

• オブザーバ参加
各大学のMOT実施状況を視察することは、相互研
鑽上、好ましいと考えられるので、認証評価委員以
外の協議会校からのオブザーバ参加を許可する。

・７月１３日（金）１３時から・７月１３日（金）１３時から 山口大学山口大学
・７月２０日（金）１３時から・７月２０日（金）１３時から 芝浦工業大学芝浦工業大学
・９月・９月 ３日（月）３日（月）１３時から１３時から 東京理科大学東京理科大学



（１）全般的意見
• 評価基準１～６は概して妥当な内容で、また評価シートも
記入可能な範囲であった。

• 評価基準に対する自己点検書も概して対応していて、大
きな問題はない。

• しかし、具体の意見交換はＭＯＴに的を絞ったカリキュラ
や講義方法などについてであったので、現在の全体評価
に加えて、（２）に述べる個別内容評価を行うべきである。

• 大学側との意見交換において、提出書類とは異なった当
該ＭＯＴの真の特徴や矛盾が摘出されるので、この意見
交換を充実するべきである。例えば本格評価では、一日
目に意見交換した結果を評価委員側で検討し、１日目の
最後か２日目のはじめに照会し、大学側が２日目の最後
に回答し、それを受けて、評価委員側の最終講評を行う
などです。

• 最も参考になるのは学生、修了生とのインタビューであ
る。本格評価ではインタビューの充実が求められる。



（２）評価基準（案）の改訂に対する具申例

・各専門職大学院の目的が明確に定められており、その内容
が、学校教育法に適合（この意味が分かり難い。専門職大
学院の教育内容が学校教育法に適合しているの意味か？学
校教育法に専門職大学院が規定されているのか）するもの
であり、当該目的が周知、公表されていること。
・入学者受入方針（アドミッション・ポリシー）に沿って
適切な学生の受入が実施され、機能していること。
・実入学者数が、入学定員と比較して適正な数となってい
ること

（年度収容定員の１０％程度等とするのが適正と判断される
と、収容定員が元来少なく、かつ希望者の変動が多いＭＯ
Ｔ系では定員管理が困難。よって、実入学者が教育目標を
達成する上で支障がない範囲に管理することなどに変更で
きないか。

目的および入学者選抜基準１



（２）評価基準（案）の改訂に対する具申例

設置目的に対応したアドミッションポリシー、すなわち志願者
に求める能力、意欲、適性、経験などについて、各大学院の
基本的な方針を定め公表･周知しなければならない。この場
合、技術経営系大学院においては、実務経験を有する社会人
を主たる対象としていることから、この点に配慮したアド
ミッションポリシーを立てなければならない。
(大学院によっては、学部新卒生を受け入れている例もあり、
また欧米では他の学部・大学院とのダブルメジャーもあり
（我が国でも同様な実施例あり）、
したがって、 実務経験を有する社会人を主たる対象とし、
併せて学部新卒者やダブルメジャー者をも受け入れることか
ら、この点に配慮したアドミッションポリシーを立てなけれ
ばならないなどに変更）

３．（アドミッションポリシー）



（３）評価項目の追加
• 評価基準（案）は、学位授与・大学評価機構の専門職大学院評
価基準に準拠したもので、その限りにおいて一般的事項を正確
に包含している。

• 基準２ 教育課程
ＭＯＴとは何か、その教育内容は何か、理論と実践の架橋の具
体的例示など。必要に応じて参考資料を添付するべきである。
上記に応じて、基準２ 教育課程の１～１７をＭＯＴ記述にできな
いか。

• 基準３ 教育の成果についても、ＭＯＴとしての具体的評価指針
を示すべきである。

• 基準４ 教員組織についても、ＭＯＴ組織を構成する専任一般教
員と実務家教員の具体と、両者間の架橋・連携のあり方の評価
が必須。
活動評価を充実させて、ＰＤＣＡサイクルが明確に見える体系を
評価すること。

• 基準５、６についても、ＭＯＴならではの具体に傾注するべきであ
る。



期待されている講義

１ 実際の場で、

どう判断し、どう意思決定するかを学ぶ講義

２．実例やケーススタデイを取り入れた講義

本で読めば分る講義は評価されない

３．双方向の講義

教員が一方的に話す講義は評価されない

４．準備された熱意ある講義

教員の熱意は学生に伝わる

５．考えさせる講義



実践力と専門知識

実
践
力

専門知識
講義型セミナー型
体系化され、

形式知化された情報

暗黙知型

講義型では
対応困難

高木晴夫 竹内伸一
実践 日本型ケースメソッド教育

経営知識のある技術者

技術の分かる経営者



実践力を身に付けるには

キャリアの蓄積
実体験で身に付ける。
しかし、それでは時間がかかりすぎる。

企業では、２０年以上の在籍で身に付ける事を、
実際の事例をもとに、仮想体験することにより、
自分の行動・判断基準を作る。

MOT教育の狙い＝MOT講義の特徴



経営系専門職大学院の認証評価機関

• 大学基準協会およびＡＢＥＳＴ２１においても、「経営
系専門職大学院の認証評価機関」として設置申請中。

• 両機関から開示されている認証評価基準案を検討し
た結果、技術経営系（ＭＯＴ）を評価対象に加えなが
らも、ビジネススクール（ＭＢＡ）評価を基本としており、
結果として “技術に根ざした経営”への配慮が少な
い思量される。

• 我が国に多くのＭＯＴ専門職大学院が設立されてき
た背景には、我が国の強みであるものづくり産業を
堅守すべく、“技術を基に企業経営ができる専門職
の養成”の必要性が謳われてきたことがあり、その点
を評価する認証評価基準が望まれる。


